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2C05 我が国における 評価人材の課題 

0 大貫軒口 彦 ( 政策科学研 ) , 平澤 冷 ( 政策研究大学院大 ) 

1. はじめに 

研究開発評価が 推進されるに 伴い、 評価の質を担保する 評価専門家の 欠如が各所で 認識され始めた 評価の専下目性の 

養成と普及の 課題を放置寸寸 し 4 ま、 評価に対する 信頼性が醸成されないまま 形式的な評価システムが 運用され 務 きけること 
になる。 また、 評価は 、 我が国の行政運営での 不可欠な能力となってきている。 

2. 評価人材の不足への 対応 一 我が国に適合的な 教育・ 研携 システムの整備 

評価先進国では、 評価研究者は 大学等の高等教育研究機関ないし 経営政策の砺 族 3 機関に、 また実務的専門家 ヰ ヤラ 政や 
助 ) 機関な 粛 い雌関 等の評価   部門、 シンクタンク 等の言㍻面支援機関、 および富民の 科学技術研究機関の 内部に 
集積されている。 また、 評価人材は大学等の 高等教育機関で 育成・供給され、 上述の評価人材の 受用機関の内部に 集積 

されているべきものであ る。 さらに、 評価実施機関の 内部でも OJT のメカニズムにより 評価の実務的専門家が 拡大再生 

産されていることが 重要であ る。 研究者からの 転鞭典 コースを整備している 国もあ る。 

一方、 我が国では明示的な 評価システムの 歴史が浅く評価専門人材のニーズが 少なかったこともあ り、 高等教育機関 

には該当する 専門コースが 設置されていない。 また、 き叫西人材のスト、 ソク は殆ど無く、 少数の研究者や 実務的専門家が 

散在しているのみであ る。 

評価人材の専門性を 高める課題の 解決に は 時間がかかり、 挙 財欲的に始める 必要があ る。 評価 タは隼 国も評価人材が 相応 

の厚みをもっには 持 * 苑 的な取り組みを 要しね我が国に 4 時 引面 に関する能力やスキルが 組織に定着しておらず OJT には 
制約があ り、 また大学を整備して 評価人材が供給されるのを 待つ時間的余裕がな し ㌔ 20 年来の課題に 追いっく短期の 速 

修 体制を我が国に 適合する形で 編成整備し、 強力に推 佳 すること以外に 道は無心適切な 教育・研修システムを、 「獲得 

すべき評価能力の 内容」、 「評価者が担うべき 評価機能Ⅱ「教育研修コースのあ り方」の姉つの 視点から構想し、 具体化を 

図っ広本報告ではその 構想した教育・ 研修システムのあ り方について 提案する。 この場合、 次のような内容やプライ 

オリティをもつ 施策が必要であ るとされ、 この観点から 検討を深めれ 

a. 多様な研究開発評価人材に 見合った特色あ る養成メカニズム 力秘捜 

b. 先ず「評価マネジメント 人材             人 柏の養成から 甘辛するべき 

c. 研究開発評価固有の 課題に限定しない 広いⅠ 接 的能力開発を 伴 う ものであ るべき 
d ， @@@Cffl@LL@tt@@<bWi<@g@*@@ 

3. 養成すべき対象者と 対応 研傍 コース 

評価システムを 担 う 人材の 4 類型と、 人材養女上それに 対応できる研修コースの 特徴等は次のとおりであ る。 

(1) 評価マネジメント 人材 

評価システムを 統合的に管理運営する 評価支援部署の「評価マネジメントコア 人材」と、 評価実施部署で 担当課題の評 

価の運営に当たる「研究開発言 刊面 マネジ ャ Ⅱの 2 種類があ る。 後者に対して 入門的な評価マネジメント 研修コースを 整 

偏 するとともに、 前者にはさらに 発展的な研修コースを 提供する体制をとるべきであ る。 
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  "   棚 """ ん 。 ' 
研究 謂 発の経済的ないし 社会的な側面を 評価するには、 統計資本特様々な 調査結果を専門的に 分析し状況認識を 深め 
ることを支援 尹る エキスパートが 必要であ る。 我が国では現在その 任に堪える高度な 実務的専門家は 極めて 限定 的であ 

る。 彼等を養 肪 するには、 入門的な研修コースに 加え、 発展的な研修コースを 提共 することが必要であ る。 
(3)    レビューア 
社会経済性的側面を 評価する社会経済 揮 引両レビュー ア には、 シンクタンクや 行政に蓄積される 当該関連分野の 経験 
あ るシニア・エキスパートを 登用すべきであ るが、 その存在も現在極めて 限定されており、 急ぎ高女する 必要があ る。 

従来この種の 任務を科戦術 ピ プレビューを 担う 科 戦術系人材に 付言色してきたが 実質的に深、 塙引 面は困難であ っ プム 

分析 ヂ一タを 前提とせず H 破約単純な枠組みでなされる 社会経済性評価レビュー ア は、 企業内の事業企画・ 推進の専 
門家、 VC などのべンチャーキャピタリスト 民也 域 での企業コーディネートの 専門家などに、 広くしかし薄く 存在して 
いる。 今後ともその 直観的能力に 半 雙 『を依存することになるが、 この面での強化も 必要であ る。 

(4) 科学技術 ピ プレビュー ア 

科学技術の質に 関わる評価を 行 3 科学技術 ピ プレビュー ア は、 専門的な深さと 共に高い見識や 広い視野を備えた 人材 

が望ましく、 評価の実績を 通して、 また推薦や応 機会を含めて、 錦 ; 選択と試用を 重ね人材リストを 充実させていくべき 

であ る。 この科学技術 ピ プレビュー ア を選抜し 動幾 づけ、 言引 面目的に沿って、 その期待されている 役割に関して 言引 面舵 
力 む廿 奇に発揮してもらう 盲判 面 マネジメントが 肝要であ る。 その際に、 言 引柿 局 程の情報開示や「 言 引両者の評価」などを 
実施して適切な 緊張感のあ る環境を整えることは 有効であ ろう。 科学技術 ピ プレビュー ア は科学技術の 研究者であ るの 

で 研修会の形式は 相応しくな、 ㌔むしろ評価マネジメント 側が言Ⅵ レく ネル開催時に 適正なガイダンスを 行 う べきであ る。 

4. 研格 コースと． ガ 」キュラムの 内容 

予稿末尾の表 1 に、 提案する 7 汗疹コースと 主な研修内容、 妥当な言 劃師像 をまとめ れ 

評価実務という「応用問題』の 解決能力を身につけるために、 カリキュラムによる 修得目標としては、 第 - に、 研究 

開発言 引 面の推進化が 制の全体像が 把握され、 第二に、 評価の諸局面についての 理解が深められることが 必要であ る。 その 

上 で第三に、 言引 面の方法論が 湘握 されなくてはならない。 なお、 研究開発言引両に 特化した研修は、 しばし 4% 引 面の捉え 

方を硬直的にし、 生産的でもな、 ㌔き叫 輔令 全般の知識を 踏まえた上で、 研究開発言 引 面の特殊性を 考慮した方法論にっ い 

て 理解を深めることが 必要であ る。 さらに第四に、 評価推進体制を 策定し設計し、 また、 、 運用するための 導入的な枠組 

みやポイントの 理解が必要であ る。 

(1) マネジメント・コア・コース 

本格的な入門的コースであ り、 評価システムを 設計し運用できる 評価マネジ ャ 一の養成をめざすものであ る。 行政 内 

部の評価実施担当者や 研究機関等の 機関 言 引両 の マネジメント 担当者等がこれに 該当する。 また同時に 、 言 Ⅵ 面 マネジメン 

トのコア，マネジャー や エキスパートのための 基盤的な入門コースでもあ る。 内容は上 3 項の修得目標全領域が 扱われ 
るべきであ る。 我が国の特殊事情を 踏まえた ぅ えでの理解を 図るためには、 国内 講凧こ よる研修が望まし、 ㌔研修期間 

は 5 日程度が妥当であ る。 

(2) エキスパート ，コース 

一定の評価実務を 経験した人材に 対して、 さらに発展コースとして 用意するものであ り、 言引面 のための @ 査分析を担 - 
える評価エキスパートの 養成をめざす。 我が国には教材として 適切な事例が 集積されていないので、 当面ゥ田海覚の 実践 

          に 学ぶかたちとなり、 潮桔 雛市を招 聴 して行 う ことが有効であ ろう。 
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a.  @KDlli@WJtc@S@'J-X 

我が国で必要性の 高い分野に焦点を 当てるべきであ る。 第一に、 社会経済性分析に 関わるもので、 独立大型プロジェ 

クト の事前言 引面と プロバラムの 途上ないし追跡評価であ る。 欧米でも行政内部にはこの 種の課題を担当できる 専門家は 

少なく、 シンクタンクに 適宜依拠している。 研修内容は、 ケーススタディの 結果の紹介を 通じて、 広範囲な分析や 専門 

， 性の深い多様なアプローチの 適用事例の紹介を 受けるべきであ る。 Ba ㎏ Ue 研究所における DOE の大型プロジェクト 評 

価や S 吏 ㎞ ern 荻 ㎝杣の NSF エンジニアリンバ 関車 プロバラム評価が 典型例であ る。 1 シリーズで 5 日間程度を要する。 
第二に、 R 及 D 評価システムを 状況に合わせて 設計・改善できるよ う に 、 多くの事 ゆ @ げ 朝出題点を扱うものであ る。 欧米 
でも行政内部でできない 高レベルのものは 外部の専門家を 組織して対応することが 多 b 、 ケーススタディ、 ベンチマー 

クを通じて、 一般論でなく 深い多様な経験に 裏 づけられた知識に 紐ぬ ，喚起されることが 重要であ る。 AAA 偲による米国 

州政府の 、 T ㏄㎞ 叩 ohls 社による欧州各国政府の 、 hDWe 社による N 』 蝿 A の科学振興プロバラムの 支援 努 責などが典型 

側 であ る。 1 シリーズとして 3 日間程度を要する。 

第三に、 研究開発プロバラムの 下で展開されるプロジェクトの 評価は、 現在、 評価実務の大半を 占める。 先進事例の 

ベンチマークを 行い、 多様なプロバラムの 運営や評価ポリシ 一の違い る 比較検討することを 通じて、 今後のプロバラム 

運営に有益な 情報を生み出すことが 期待できる。 NSK 、 NIH 、 DARP)A 、 NASA 、 NOA などの米国リサーチ・エージェ 

ンシ一における 研究開発プロバラムの 運営や、 DTL 、 EPSRC などの英国の 研究開発プロバラムの 運用が典型例であ る。 

かな行政内部の 実務者を ; 雛市 に 1 シリーズ 3 日時監吏を要する。 

なお、 機関 言 ㍻面は機関ごとに 極めて個性的であ るので、 むしろ本格的入門コースの 中で機関 言 引両のために 必要な基盤 

的 知識と共に、 機関の個，性を 相対化した知識等として 取り扱われることがふさわしれ 

。   " 。 """""""" 。   '"" 

欧米では、 科学技術政策 尺 技術経営などの 広い専門桂をカバーする 研究者 群 に加えて、 研究開発言引両という、 より専 

門的な分野に 特化した研究者が 集積している。 近年の評価の 中 ，ひ的 課題は、 社会経済性とこれを 含めたマネジメントに 

あ る。 評価研究の蓄積をもとに 専門性を強めた 研究者たちは 国際的なネットワークを 形成し相互 研 鉗を強めている。 こ 

れらの活動の 成果物自体が 言Ⅵ西人材の 重要な学習文献であ る。 なお、 講師には、 - 般 論は序論にとどめ、 研究成果であ 
る 概念や知識を 教育することを 要請すべきであ る。 実務的経験を 論理化した普遍的知 や コンセプトを 深めた本質的な 知 
見は、 実務的活動の 上でも先導的な 役割を果そう。 

5. 転換コース 案 

転換コースは、 研究開発人材等がき 引 面の専門性を 身につけてキャリア 転換し、 評価関連部門に 配置されることを 前提 

としている。 我が国は、 この転換メカニズムを 強化する必要があ る。 米国は 60 年代未以降に 転換メカニズムが 計画的に 

強化され、 その結果として 現在ではこのメカニズムを 通じて養成された 人材が 科と削翅 満干政の中枢で 活躍している。 端 

的な何として 米国 A んも S が主催する転換コース @% 平搬術 行政に人材を 送りこれよ う に焦点が絞られている。 欧州でも 

高等教育機関での 柔軟な専門移動を 背景にキャリア 繍奥 が図られている。 

我が国に適合的な 転換コースを 2 種類構想しね 

(1) マネジメント 支援者養成コース : 科学技術の専門性を 備えて行政を 支援する人材を 想定し、 行政部局へ 0% 己属 前 

に 高密度な 2 週間程度の集中研修を 行 う 。 自覚とインセンティブをもっ 人材を集めるために、 出向制度や任期 付 ポスト 

を利用するとしても 応募者を対象に 行 う 。 カリキュラムでは、 ォ 〒勇雄 且 織の概要、 政策形成過程、 予算策定・執行プロセ 

ス 、 行政の主要課題、 派遣先の特殊問題やキャリアアップ・メカニズムの 紹介等がなされる 必要があ る。 

(2) エキスパート 養成コース : 社会経済性分析のような 専門家を養成し、 その学問分野の 専門性を行政内に 導入する 
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ことを想定して 行 う 。 分野の特性上、 研究開発人材の 転換研修コースと 位置づけられ、 上記と同様に 出向と転調 哉 ・転換 

の 2 コースを整備すべきであ る。 2 ～ 3 週間の研修を 要するが、 年間数回、 全省庁的にまとめて 行 う ことが 斗思定 される。 

6. 高等教育専門課程が 提供するコース 

該当する実務的な 高等教育課程は 大学院レベルであ るが、 欧米では既に 30 年ほどの歴史があ り多様なコースが 提供 

されており、 その卒業生により 現在では厚みのあ る 言引 面体制が維持されている。 我が国では、 このようなコースはまだ 

端緒 約 分散的に留まっており、 時間はかかるが、 本格的に整備していく 必要があ る。 大学が提供するものに 評価人材育成 
のために短期研修コースがあ る。 単位等の資格取得と 無関係に 2 ～ 3 週間程度のコースを 設定する集中研修コース、 お 

よび単位・資格取得を 可能とする形で 浮潮に合わせて 運用し休日ないし 夜間に受講できるパートタイム 研修コースな 

どが考えられる。 

本報告は 、 モ成 13 年度経済産業省委託調査 了技 6% Ⅵ曲に係る評価人材の 育成等に関する 調査』において 実施された 調 

査 成果をもとになされるものであ り、 委託 元 に謝意を表した、 、 

表 ] 研修コース別の 主な研修内容と 妥当な講師 像 

本格百出ま人 ト 仁一 ス ・ 評 面の推進体制全般に 関する理解 

・ 評面 の 緒 局面の把握 

・ 紺 面の方法輪の 

@im@w@@@m 
・ケ - ス・スタディ と ; 演習 

l 国内の評価事柄に 辞 しい評価研究者や l 

ws 

発展コース 

Ⅰ     

学あ V コース 

海外研究事例に 

学 本は 一ス 

1@3-@ 

矧恩 。 ;""" 
""" 。 

  

俸
 
研
 
イ
ム
 

タ
 

 
 

・独立大型プロジェクトの 

・プロジェクトの 途上ないし 一 "" 。 " 。 " 。 
g;fiE@9CT@a:@ Ⅱ Z) 

  " 新 。 確 "" 
相対化 

以上の研究開発評価の 研修内容の他に、 行政メカ こ 

ズム の理解のための 研修内容を付加する 
  

基本的には、 上記の「本格的入門コース」と「発展 コ一 

"' 。 """" 。 

一ス」の づ田こ 、 その内容を使いこ 

なし発展させるための「基盤的能力」の 開発とマネジメ 

ント全体を見通す 広い視野を狂 役 するための「経営学   

  

M9WWSBS 

評価エキスパートおよび 評価実践経験 

の豊富な研究者 

海外の第一線で 活 罹 している研究開発 

""""" 

行政メカニズムの 理解のためには、 シ 

""""""""""" 

基本的にぼ上記の「本格的入門コース」 

と「発展コース」の 講師と同じ 

上記の「短期集中研修コース」の 講師の 

他 こ 、 システム論や 経営学の 
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